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第１ 計画策定にあたって 

 

「福島県障がい者工賃向上プラン」は、「福島県障がい福祉計画」の柱のひとつであ

る福祉施設における工賃向上及び一般就労への移行促進を具体的に推進するための実

施計画として、国の経済財政改革基本方針２００７「成長力底上げ戦略」の「工賃倍

増５カ年計画」に基づき、平成１９年度に策定されました。 

 また、平成２４年度には、国が「工賃向上計画」を推進するための基本的な指針を

示し、本県では、国指針に基づき、平成２６年度までの目標工賃や推進方策を盛り込

んだ３年間の「新・福島県障がい者工賃向上プラン」を策定しました。 

就労継続支援 B 型事業所を利用されている障がいのある方の工賃向上を総合的に推

進するため様々な取組を実施し、福島県の工賃は向上しましたが、目標であった月額

２万円の達成には至っておらず、県の平均額は依然として全国平均を下回っています。 

 こうした工賃の現状及び工賃向上に向けた各事業所の課題に対処するため、就労継

続支援Ｂ型事業所及び障がいのある方の工賃についての考え方や地域生活のために必

要な経費を再調査するとともに、これまでの取り組みを振り返り、現状や課題を踏ま

えた上で、関係者が一丸となって障がいのある方の生活の充実を目指して「第３期福

島県障がい者工賃向上プラン」を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

2 

 

第２ 計画の位置付け 

 

１ 位置付け 

 

  「第３期福島県障がい者工賃向上プラン」は、障がいのある方の自立と社会参加

の促進を目指して策定した「福島県障がい福祉計画」の柱のひとつである就労継続

支援 B 型事業所で働く障がいのある方の工賃向上及び一般就労への移行促進を具体

的に推進するための実施計画として位置付けられるものです。 

 

２ 計画期間 

 

  平成２７年度から平成２９年度までの３年間とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 対象事業所 

 

  就労継続支援Ｂ型事業所とします。 

                               （平成 26 年 10 月） 

事業所種別 事業所数（カ所） 定員（人） 

就労継続支援Ｂ型 １７０ ３，８７３ 

 

 

 

 

 

 

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

福島県障がい者工賃向上プラン

新・福島県障がい者工賃向上プラン

（仮）第3期福島県障がい者工賃向上プラン
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第３ 前計画「新・福島県障がい者工賃向上プラン」の振り返り 

 

１ 主な実施事業とその実績について 

 就労継続支援Ｂ型事業所の工賃向上のために「新・福島県障がい者工賃向上プラン」

の計画期間（平成 24 年度～平成 26 年度）をとおして下記の事業等に取り組みました。 

 

（１）授産振興対策事業 

授産事業振興会へ活動費を助成し、事業所製品の販路拡大を目的としたアンテナシ

ョップの開催や新商品開発コンクール、工賃向上計画推進会議を開催しました。 

 

① 新商品開発コンクール 

 事業所の商品開発を促進するため、新商品開発コンクールを開催しました。 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

金  賞 かぼちゃプリン お味噌のラスク 
立ててみて～べこ

法師 

銀  賞 
笹やか地鶏の半々

熟卵（4 個入り） 

ランプシェード「希

望の燈」 

会津木綿バックセ

ット 

銅  賞 
大型トイレットペ

ーパー入れ 
パンプリン 塩レモンシフォン 

福島民報社賞 プルポン（小） 柿ちっぷす 
濃厚ガトーショコ

ラ 

福島民友新聞社賞 かえでの一閑張り ミニトートバック 
野馬追マフラータ

オル 

 

② アンテナショップの開催 

 福島市、郡山市、いわき市において、アンテナショップを開催しました。 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

福島会場売上（円） 1,882,720  2,260,830  1,995,670  

郡山会場売上（円） 1,405,830  1,498,730  1,631,460  

いわき会場売上（円） 1,196,660  1,151,200   1,227,880  

合   計（円） 4,485,210  4,910,760  4,855,010  

③ 経営意識向上研修事業 
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 事業所の所長等を対象として経営意識を高めるための研修を実施しました。平成 26

年度に研修に参加したＢ型事業所 15 カ所のうち、13 ヵ所の工賃が向上しました。 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

開催回数（回） 
4(福島、郡山、会津、

いわき) 

3(福島、郡山、会津) 1（郡山） 

参加事業所数（カ所） 70（B 型 62、その他 8） 36(B 型 33、その他 3) 16（B 型 15、その他 1） 

参加者数（人） 107 54 28 

④ 工賃向上計画推進管理事業 

 工賃向上計画の進行管理を行うため工賃向上計画推進会議を開催しました。 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

開催回数（回） 1 1 2 

（２）障がい者就労支援事業所支援コーディネーター事業 

 東日本大震災の影響を受けた県内の事業所を支援するため、共同受注や経営相談等

を行いました。 

① 経営相談員活動状況 

 中小企業診断士が事業所を訪問し経営相談を行いました。平成 26 年度に経営相談を

実施したＢ型事業所 60 カ所のうち、47 カ所の工賃が向上しました。 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

訪問事業所数（カ所） 31（B 型 19、その他 12） 36(B 型 32、その他 4) 71（B 型 60 その他 11） 

累計相談等回数（回） 
83（相談） 

86（ワークショップ） 
188 203 

② 共同受注等売上 

 福島銀行や日本橋 MIDETTE、ツルハドラッグへ納品等、共同受注や展示即売会を

行いました。 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

支援販売売上（円）※ 4,749,625 3,133,705 2,103,241 

共同受注、展示即売会 

売上（円） 
828,950 2,731,946 3,184,804 

※東京都、京都府等の社会福祉法人・その他団体等による被災地支援のための食品、手工芸品等の購入 

 

（３）授産施設等震災復興支援事業 

「授産施設等震災復興支援員」を配置し、事業所製品、役務の取りまとめ、地元食
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材を使用したパンの開発等、各方部における販路拡大に取り組みました。 

① 各方部における企業等訪問、共同受注実績等 

 製品や下請け作業の受注のために企業、官公庁等の訪問を行いました。 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

訪問企業等数（カ所） 271 353 418 

累計企業等訪問回数（回） 682 1,315 1,722 

受注件数（件） 109 138 204 

受注額（円） 7,832,631 12,933,388 18,411,177 

 

② 各方部における共同受注等売上 

 各方部で開催されるイベント、県庁舎、工場、病院等で販売会を開催しました。 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

各方部展示即売会売上（円） 3,023,398 3,539,580 4,027,464 

県庁販売会売上（円）     ― 716,750 2,075,996 

  

③ 各方部における障がい者就労施設等製品展示・試食会の開催 

 障がい者就労施設等の製品やサービスを広く紹介するため各方部において、展示・

試食会を開催し、行政機関や民間企業等の新たな販路の拡大に取り組みました。 

 平成 25 年度 平成 26 年度 

参加者数（人） 149 137 

 

 

（４）障害者就労支援事業所支援事業 

 東日本大震災の影響を受けた事業所製品の全国的な販路拡大、新商品の開発や会計

研修等に取り組みました。 

① 各種研修会等の開催 

 県外の専門家を招いて食品の安全性を学ぶ研修会や就労支援事業会計を詳しく知る

ための研修会を実施しました。平成 26 年度に就労支援事業会計研修会に参加したＢ型

事業所 61 カ所のうち、50 カ所の工賃が向上しました。 
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 平成 25 年度 平成 26 年度 

事業所数（ヵ所） 参加人数（人） 事業所数（ヵ所） 参加人数（人） 

就労支援事業会計研修 58(B 型 52、 

その他 6) 

69 70(B 型 61、 

その他 9) 

80 

コ ン プ ラ イ

アンス研修 

非食品   17 18 

食 品 35 41 

売れる売り方研修 42 55 

② 新商品の開発 

 商品づくりの研修をとおしてマーケットを学び、被災 3 県合同でプロジェクト

「Hibica」を立ち上げ、商品見本市に出展する等、新商品の開発、販路拡大を行いま

した。 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

事業所数（ヵ所） 参加人数（人） 事業所数（ヵ所） 参加人数（人） 事業所数（ヵ所） 参加人数（人） 

商品づくり予備研修 9  3    

商品力販売研修会 33 46 13 14 42 55 

新商品名 木製ボタン 
ポン菓子のロッシェ 

ファーストチェア 

チョコかりんとう 

ピティ 

③ 全国各地での販売会開催 

 大阪のアンテナショップや全国各地のイオン等で販売会を開催しました。 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

全国各地での販売会売上（円） 1,983,000 1,311,952 700,000 

 

（５） 障がい者就労施設等からの物品等調達方針に基づく取組 

 平成 25 年度から施行された「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推

進等に関する法律」に基づき「福島県障がい者就労施設等からの物品等調達方針」を

策定し、障がい者就労施設等からの物品等の調達に取り組みました。  

① 障がい者就労施設等からの物品等調達目標、調達実績 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

調達目標額（千円）  20,845 23,048 

調達実績額（千円） 18,950 20,953 26,749 

【参考】 平成 25 年度県内 59 市町村実績額合計 25,727 千円 
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２ 平成 24 年度から平成 26 年度の工賃について 

（１） 工賃推移について 

平成 24 年度に月額 12,056 円だった工賃は、平成 26 年度には、13,571 円となり、

平成 24 年度から 1,515 円向上しました。 

時間額については、平成 24 年度の 150.7 円から平成 26 年度には 166.7円となり 16.0

円向上し、時間額目標工賃 151 円を達成することができました。 

年度 
月額/ 

時間額 

目標工賃 

（円） 

対象事業

所（カ所） 

福島県平均 

工賃（円） 

全国平均 

工賃（円） 

月額全国 

順位（位） 

18 月額  61 9,540 12,222 44 

19 月額 20,000 67 11,034 12,600 36 

20 月額 20,000 92 11,278 12,587 35 

21 月額 20,000 98 10,977 12,695 39 

22 月額 20,000 118 11,241 13,079 41 

23 月額 20,000 138 11,414 13,586 41 

24 
月額 20,000 

152 
12,056 14,190 

41 
時間額 151 150.7 176 

25 
月額 20,000 

163 
12,842 14,437 

40 
時間額 151 159.9 178 

26 
月額 20,000 

172 
13,571  

 
時間額 151 166.7  

平成 26 年度 就労継続支援事業所 172 ヵ所のうち 5 ヵ所が休止 

【福島県、全国月額工賃推移図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9,540

11,034
11,278

10,977
11,241

11,414

12,056

12,842

13,571

12,222
12,600 12,587 12,695

13,079

13,586

14,190
14,437

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

全国平均 

福島県平均 
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（２）方部毎の工賃について 

県内 7 方部すべてに B 型事業所があり、県北方部と県中方部に特に集中している状

況です。 

いわき方部の工賃が最も高く、安定的に高い工賃を支払っていますが、南会津方部

の工賃が著しく低く、次いで B 型事業所が集中している県中方部での工賃が 2 番目に

低くなっています。 

 

【方部毎工賃】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）平成 26 年度事業所毎の工賃分布について 

 月額平均工賃 5,001 円～10,000 円の事業所が 51 カ所と最も多く 29.7％を占め、

10,001 円～15,000 円の事業所が 49 カ所となり 28.5％を占めています。 

 30,000 円を超える事業所が 6 ヵ所ある一方、月額工賃が 5,000 円以下の事業所が 18

ヵ所あります。 

【月額工賃毎の事業所数】 

月額平均 

工賃（円） 

0～ 

5,000 

5,001～ 

10,000 

10,001～ 

15,000 

15,000～ 

20,000 

20,001～ 

25,000 

25,001～ 

30,000 

30,000 

以上 

休 止 合 計 

事業所数 

（カ所） 
18 51  49 23 14 6 6 5 172 

割合（％） 10.5 29.7 28.5 13.4 8.1 3.5 3.5 2.9 100 

 

 

事業所数
（ヵ所）

月額平均
工賃
（円）

時間額
平均工賃
（円）

事業所数
（ヵ所）

月額平均
工賃
（円）

時間額
平均工賃
（円）

事業所数
（ヵ所）

月額平均
工賃
（円）

時間額
平均工賃
（円）

県北 38 10,510.4 142.3 43 11,267.1 149.0 48 11,874.6 159.5

県中 44 9,722.4 125.5 45 10,656.5 135.1 47 11,786.6 145.4

県南 13 12,102.2 139.3 13 13,193.1 156.2 15 14,435.9 151.1

会津 19 12,116.0 149.9 22 12,128.4 152.4 23 12,966.9 166.0

南会津 3 5,871.5 58.9 3 6,472.8 63.3 3 6,940.9 66.7

相双 10 15,190.6 182.2 10 16,226.6 193.4 10 17,611.5 208.3

いわき 19 17,948.8 207.9 21 18,672.0 219.3 21 18,312.7 214.7

方部

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度
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【平成 26 年度月額工賃平均額と工賃支払総額の分布】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）事業所毎の工賃の推移（平成 24 年度～平成 26 年度工賃実績との比較） 

平成 24 年度から平成 26 年度にかけて月額平均工賃が向上した事業所が 113 ヵ所、

時間額平均工賃が向上した事業所が 103 ヵ所となっており、79.6％の事業所の月額平

均工賃、72.5％の事業所の時間額平均工賃が向上しています。 

 

 

【月額平均工賃推移】（調査対象事業所数 142 ヵ所） 

 工賃が向上 工賃が下降 

事業所数（ヵ所） 113 29 

割合（％） 79.6 20.4 

 

【時間額平均工賃推移】（調査対象事業所数 142 ヵ所） 

 工賃が向上 工賃が下降 

事業所数（ヵ所） 103 39 

割合（％） 72.5 27.5 

 

 

※ 平成 24 年から平成 26 年度の 3 年間を継続して就労継続支援Ｂ型のサービスを提供した事業所 142 

ヵ所を調査対象としています。 
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目標工賃達成加算
Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ

最高額
37,207円

13,571円以下
107ヵ所

13,571円以上
60ヵ所

20,000円以下
141ヵ所

20,000円以上
26ヵ所

目標工賃達成状況

平均工賃達成状況

加算算定可
81ヵ所

加算不可
86ヵ所

県の目標工賃
20,000円

平成26年度
県平均工賃月額

13,571円

平成26年度
目標工賃達成加算Ⅰ

時給換算345円以上
目標工賃達成加算Ⅱ

時給換算230円以上
目標工賃達成加算Ⅲ
月額換算11,357円以上

最低額
1,783円

（５）平成 26 年度目標工賃等達成状況 

 平成 26 年度の月額平均工賃の最低額は 1,783 円、最高額は 37,207 円となっていま

す。 

県の目標工賃 20,000 円を超えている事業所は 26 ヵ所、平成 26 年度の県の平均工

賃月額 13,571 円を超えている事業所は 60 ヵ所、月額換算、時間額換算で目標工賃達

成加算Ⅰ、Ⅱ又はⅢの算定が可能な事業所は、81 ヵ所（各要件のアのみ満たす事業所

数）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年度目標工賃達成加算 （加算Ⅰ、Ⅱ、Ⅲそれぞれにおいて全ての要件を満たした場合に算定が可能） 

(1) 目標工賃達成加算（Ⅰ） 

ア 平成２６年度の工賃実績（時給換算）が、福島県の最低賃金の２分の１（３４５円）以上であること。 

イ 平成２６年度の工賃実績が平成２５年度の工賃実績以上であること。 

ウ 平成２６年度の工賃実績が県に届け出た目標工賃以上であること。 

エ 工賃向上計画を作成していること。 

 (2) 目標工賃達成加算（Ⅱ） 

ア 平成２６年度の工賃実績（時給換算）が、福島県の最低賃金の３分の１（２３０円）以上であること。 

イ 平成２６年度の工賃実績が平成２５年度の工賃実績以上であること。 

ウ 平成２６年度の工賃実績が県に届け出た目標工賃以上であること。 

エ 工賃向上計画を作成していること 

 (３) 目標工賃達成加算（Ⅲ） 

ア 平成２６年度の工賃実績（月額換算）が、施設種別平均工賃（工賃実績の上位２５％の事業所及び下位２５％ 

の事業所を除いて算出したもの）(１１，３５７円)以上であること。 

イ 平成２６年度の工賃実績が平成２５年度の工賃実績以上であること。 

ウ 工賃向上計画を作成していること 
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第４ 計画対象事業所について 

平成２６年１０月１日を基準日として計画対象事業所に対して「就労継続支援 B 型

事業所の工賃等に関する調査」（以下「事業所調査」という。）（別添資料 1）を実施し

ました。 

１ 事業所の概要等について 

（１）事業所数等 

 

 

 

 

（２）職員数等 

 

 

 

 

（３）利用者規模毎の事業所数 

 

（４）障がい種別毎利用者人数 

 

（５）年齢別利用者人数 

事業所数（ヵ所） 定員数（人） 利用者数（人） 

170 3,873 3,889 

常勤職員数（人） 非常勤職員数（人） 合 計（人） 

994 373 1,367 

 
10 人 

以下 

11 人～ 

20 人 

21 人～ 

30 人 

31 人～ 

40 人 

41 人～ 

50 人 

50 人 

以上 
休止 合計 

事業所数

（カ所） 
21 47 59 24 13 1 5 170 

 身体障がい 知的障がい 精神障がい その他 合計 

利用者数（人） 310 2,266 1,233 80 3,889 

 ～18 歳 18 歳～ 30 歳～ 40 歳～ 50 歳～ 60 歳～ 65 歳～ 70 歳～ 合計 

利用者数

（人） 
1 1,186 911 816 634 226 80 35 3,889 
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２ 計画対象事業所の工賃に対する考え方について 

 

 事業所調査問 11 の「利用者の工賃を向上させる必要はあると考えますか？」の問に

対して、98％の事業所が「はい」と答えています。 

しかしながら、事業所調査問 10 の「貴事業所が、利用者に支払っている工賃は、利

用者の生活のために十分だと思いますか？」の問に対して、92％事業所が「いいえ」

と回答しており、工賃向上は必要だが、十分な工賃を支払えていない状況となってい

ます。 

また、同じ事業所調査問 10 において、月額平均工賃約 5,000 円の事業所であっても、

「はい」と答える事業所や月額平均工賃 30,000 円を超える事業所であっても「いいえ」

と答えるところもあり、事業所により工賃に対する考え方については、差がある状況

となっています。 
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第５ 計画対象事業所を利用する障がいのある方について 

 平成２６年９月１日を基準日として計画対象事業所を利用する障がいのある方に対

して「在宅障がい者及びグループホーム生活者の実態調査」（以下「生活調査」という。）

（別添資料 2）を実施しました。 

 

１ 障がいのある方の収入について 

生活調査問 16 によると、主な収入の内訳として、年金と回答した障がいのある方が

81％と最も多くなり、次いで工賃の回答が 76％となりました。 

また、生活調査問 17 によると、障害基礎年金 1 級を受給している障がいのある方が

10％、2 級を受給している障がいのある方が 61％となり、合計で 71％の障がいのある

方が障害基礎年金を受給しており、障害基礎年金と工賃が主たる収入となっています。 

 

２ 月額の生活費について 

生活調査問 22 によると、調査に協力していただいた障がいのある方（生活調査問

22 に回答した障がいのある方 237 人の平均により算出）の平均月額収入は 90,648 円、

平均月額支出は 98,192 円となりました。 

支出が収入を上回り、月額平均では 7,544 円の赤字となっています。 

 

収   入  支   出 

項 目 金 額（円）  項 目 金 額（円） 

障害基礎年金 56,921  家賃 22,206 

家賃補助 7,608  事業所利用料 3,311 

福祉手当・交通費助成 1,573  弁当、給食代 9,015 

工賃 14,595  医療費 7,144 

親族等からの援助 1,313  国保税 4,715 

その他 ※ 8,638  交通費 6,012 

収 入 計 90,648  電気、ガス、水道 11,317 

※ 生活保護費、東京電力補償金、遺族年金等 ホーム生活費 28,371 

電話、携帯電話 5,889 

その他 ※ 212 

支 出 計 98,192 

※ たばこ代、書籍代等 
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３ 障がいのある方の経済状況について 

 

生活調査問 24 の「貯金は、ありますか？」に対して、「はい」と回答する障がいの

ある方が 69％おりましたが、生活調査問 23 による年収額は、150 万円未満と回答す

る方が最も多く、年収が 100 万円に満たない方も 50％を占め、年収が 250 万円を越え

る方は、１人もいないという結果になりました。 

 

【生活調査問 23 年収について】 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

４ 障がいのある方の工賃に対する考え方について 

 

 生活調査問 19 の「現在の工賃に満足していますか？」の問に対して約半数の障がい

のある方が「満足している」と回答しています。調査に協力していただいた方のうち、

最も高い工賃の方は、50,000 円、最も低い工賃の方は、1,000 円という結果になり、

工賃 5,000 円以下でも「満足している」という回答もある反面、工賃 40,000 円以上で

あっても「満足していない」という回答も見られ、工賃に対しての考え方には、個人

により大きな差がありました。 

「満足している」という回答が約半数を占める一方では、生活調査問 26 の「Ｂ型事

業所を利用する上で、困っていることはありますか？」の問に対しては、「収入が少な

い」の回答が最も多くなり、生活調査問 21 の「安定した生活をおくるために必要な工

賃は、いくらか？」という問に対しては、63％の障がいのある方が 20,000 円以上の工

賃が必要と回答しており、就労継続支援Ｂ型事業所を利用する障がいのある方は、よ

り高い工賃を求めていると考えられます。 
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第６ 目標工賃について 

１ 県の目標工賃 

福島県全体の平成 29 年度までに目標とする工賃額は、次のとおりとします。 

 

月 額    ２０，０００ 円 

時間額       １９４ 円 

 

２ 県の目標工賃の考え方について 

障がいのある方が地域で自立した生活を送るためには，収入が最低生活費を上回る

ことが最低限の条件となります。 

 下記のモデルケースで算出すると障がいのある方が地域で生活をしていくためには、

91,110 円の生活費が必要となります。 

 障がいのある方の主な収入は、障害基礎年金と工賃になっているため、このモデル

ケースの場合、障害基礎年金だけでは不足する 26,710 円の不足分を工賃で補う必要が

あります。 

  

  

２９歳、郡山市在住、1 人暮らし、障害基礎年金 2 級受給者 

① 生活扶助基準額（月額最低生活費） 

生活扶助基準（第 1 類＋第 2 類） ６８，１００ 円 

障害者加算           ２３，０１０ 円 

９１，１１０ 円 

② 障害基礎年金による所得 

       ２級 ７７２，８００円／年（月額 ６４，４００円） 

 

③ 必要工賃月額（①－②＝③） 

９１，１1０円－６４，４００円＝２６，７10 円 

 

本来であれば、26,710 円を月額目標工賃とするべきですが、平成 26 年度の工賃実

績が 13,571 円であり、月額目標工賃 20,000 円に及びませんでした。 

また、震災の影響等で思うように販路の拡大ができずに売上が伸びない事業所や避

難を余儀なくされている事業所もあること、現在の本県の工賃水準等を考慮して、月

額目標工賃を引き上げることは、適当ではないと考え、平成 19 年度から目標としてき

モデルケース 
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た月額 20,000 円を引き続き平成 29 年度の月額目標工賃とします。 

時間額工賃については、目標としていた 151 円（20,000 円÷22 日÷6 時間の計算式

で算定）を平成 25 年度に達成することができたため、より実態に近づけた目標値を設

定することとし、生活調査問 18 で算出した 1 ヶ月あたりの平均通所日数（18.7 日）、

1日あたりの平均通所時間（5.5時間）を算定に用いて、時間額目標工賃を 194円（20,000

円÷18.7 日÷5.5 時間）とします。 

 

３ より高い工賃を目指して 

生活調査によると、障がいのある方の月額平均収入は、90,648 円となり、月額最低

生活費の 91,110 円とほぼ同額となっていますが、地域移行・地域定着を進める中で、

自立して地域で生活していくためには、将来や万が一に備えた貯蓄をしていく必要も

あり、余暇を楽しむことも大切だと考えます。 

 生活調査問 13 の「休日や余裕のあるときに、どのように過ごしていますか？」の問

に対しては、「家でくつろぐ」、「買い物」という回答が多くなっています。しかしなが

ら、問 14 の「休日や余裕のあるときに、どのように過ごしたいですか？」の問に対

しては、「演劇や映画の鑑賞」、「旅行等」の回答が大きく増える結果となり、収入が増

えた場合には、障がいのある方の余暇の選択肢が広がり、就労以外の時間を有意義に

過ごせるようになるのではないかと考えます。 

また、月額目標工賃 20,000 円から算出した時間額目標工賃 151 円は、平成 25 年度

に時間額工賃が 159.9 円となり、目標の 151 円を達成することができましたが、月額

目標工賃の 20,000 円を達成することはできませんでした。 

これは、障がいのある方の体調や気分が不安定になり、就労する日数や時間が少な

くなったり、仕事が減少することで手待ち時間が長くなること等により、就労時間が

短くなり、月額工賃が伸びない状況になっていると考えられます。 

月額の生活費を補うための工賃向上に向けては、事業所において障がいのある方が

働きやすい環境づくりや適切な仕事の配分も必要となっており、より高い工賃を得る

ためには、障がいのある方と事業所の努力とともに、企業や行政も含めた地域が一体

となって工賃向上に向けての取り組みを推進する必要があります。 
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第７ 工賃向上へ向けての課題について 

 

目標工賃の達成に向けて、工賃実績や取り組み、事業所調査、生活調査から目標工

賃を達成するための課題を整理します。 

 

① 生産性向上、品質確保 

 事業所調査問 14 による工賃向上が難しい理由として「作業能力が低く、生産能力に

限界がある」という回答が 48％を占め、「生産や品質が安定しないため」と言う理由

も 18％を占めました。 

障がいの種別により長時間の作業ができないこと、得意不得意の作業があること、

新しい作業の習得に時間がかかることや 60 歳以上の B 型事業所利用者が利用者全体

の 9％を占め B 型事業所の高齢化も進んでいること等から、品質を保ちながら生産効

率を上げることが難しくなっています。 

 

② 商品開発、販路と受注の確保 

 事業所調査問 14 による工賃向上が難しい理由として「売上向上につながる商品がな

い」、「売上が伸びない」、「販路が確保、拡大できない」という理由がそれぞれ 20％以

上を占めました。 

 通常の業務に追われ、商品開発や商品ＰＲのための営業活動をする時間等が限られ、

新しい商品の開発や販路の確保が難しい状況となっています。 

同じく事業所調査問 14 によると「受注できる下請け作業の減少」という理由も 28％

を占めました。 

下請け作業の受注を中心としている事業所も多く、地域の経済や業種の好不調によ

り仕事量が左右されるため、工賃向上が難しくなっています。 

 

③ 経営意識、組織体制 

 事業所調査問 11 によれば 98％の事業所が「工賃向上は必要」だと考えており、工

賃向上に関しての意識は高い状況です。 

しかしながら、福祉の専門家である事業所管理者や職員等にとっては、売上や費用

の管理、就労支援事業所会計の理解や企業や官公庁への営業活動等、事業所を運営し、

利益をあげるための企業的な経営感覚に乏しい状況となっています。 

また、事業所調査問 9 の「業務量に対して人手は足りていますか？」の問に対して、

Ｂ型事業所 42％が「人手がやや不足」、22％が「人手が不足している」と回答してお
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り、事業所の人手不足も顕著となっています。 

生活調査問 26 においても、「Ｂ型事業所を利用する上で困っていることはあります

か？」に対して、「体力的につらい」、「職場の人間関係が大変」等の回答がそれぞれ

20％前後となっており、Ｂ型事業所で働く職員にとっても、事業所を利用する障がい

のある方にとっても、より働きやすい環境づくりが求められています。 

 

④ 工賃実績の二極化 

 事業所毎の月額平均工賃の最低額は、1,783 円、最高額は、37,207 円となっており、

その差は、35,424 円と、かなりの開きが見受けられます。月額 20,000 円を超える事

業所が 26 カ所ある一方、月額 5,000 円に満たない事業所も 18 カ所あります。 

 また、生活調査によると障がいのある方個人の工賃についても、最も高い方は 50,000

円、最も安い方は 1,000 円と大きな開きが見られるとともに、いわき方部と南会津方

部のように、方部間の差も顕著になっています。 

 

⑤ 東日本大震災による影響 

 東日本大震災により、B 型事業所 4 ヵ所が事業を再開することができず、休止とな

っており、5 ヵ所については、避難先での事業再開となっています。 

 避難先で事業を再開している事業所は、施設や設備の問題から震災前とは異なる生

産活動にやむをえず取り組むこととなり、製品の質の確保、ＰＲ、販路の確保が大き

な課題となっています。 

また、事業所調査問 14 においては、工賃向上が難しい理由として、21 事業所が東

日本大震災による影響（風評等）と回答しています。 
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第８ 推進方策 

 前プランにおける取り組みや第７の工賃向上へ向けての課題、事業所調査、生活調

査で支援の要望があった内容を参考として、次の取り組みを行います。 

 

１ 製造販売の支援と仕事の確保 

① 新製品の開発、提供する製品・サービスの質の向上 

 新製品の開発、既存製品のブラッシュアップを行い、より売れる製品作りや質の高

いサービスの提供に取り組み、生産性の向上、質の確保のために、専門家による作業

工程の見直し等を行います。 

 

専門家の派遣、アドバイス会の開催、製品開発支援、新しい技術習得のための研修会

の開催、新商品開発コンクールの開催、商品見本市への出展 

 

② 共同販売会の開催、事業所製品のＰＲ 

 県内各方部や県外において共同販売会を開催し、事業所製品の質や味、安全性をＰ

Ｒし、事業所製品の売上の向上や販路拡大に向けて取り組みます。 

 

③ 官公庁からの調達の促進 

平成 25 年 4 月から施行された「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の

推進等に関する法律」に基づき、各年度に調達方針を定め、障がい者就労施設等から

の物品や役務の調達に取り組み、市町村や地方独立行政法人へも積極的な物品等の調

達について働きかけを行います。 

 

④ 地域との連携 

パン、豆腐、農産物等、地域で消費されることを前提とした生産活動を行う事業所

も多いことから、地域で事業所を支える仕組み作りや下請け作業の確保のために、地

域企業や工場、官公庁等と協力体制を構築します。 

また、共同受注窓口において、発注元となる企業等のニーズの把握や事業所とのマ

ッチング等を進めていきます。 

 

各方部や県外での販売会の開催、展示・試食会の開催 

庁内における事業所製品・サービスの PR、市町村等への協力依頼、官公庁・地域企業・

団体等への営業活動、地域行事への参加、共同受注窓口の強化 
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２ 事業所経営、管理体制の強化 

① 経営意識向上 

 企業的な経営手法への意識改革を推進するため、研修会の開催や他県等の工賃が高

い先進事業所から学ぶ機会を設けます。 

 

経営意識向上研修会の開催、経営相談の実施、モデル事業所の視察 

 

② 事業所会計等支援 

 会計や事務の専門職員が不足しており、工賃向上のための日々の収入や費用の管理

が滞りがちな事業所を支援するため、就労支援事業会計を学ぶ機会を設けます。 

また、新規開設事業所等で経営経験が不足している事業所を積極的に支援します。 

  

専門家の派遣（会計、労務管理）、就労支援事業会計研修会の開催 

 

③ 工賃向上計画策定支援 

 事業所において策定した工賃向上計画のとおりに計画が実行され有効に機能されて

いるかについて、目標を達成するための PDCA サイクルを確立します。 

 

工賃向上計画策定、実行等のための説明会の開催、専門家の派遣 

 

３ 震災復興 

 避難先で事業を再開している事業所については、新しい地域での販路拡大、地域で

の連携づくりを支援します。 

 また、風評等で売上が低下している事業所については、放射能検査について徹底し、

安心、安全な製品作りを行う体制を整え、全国的な販路の拡大を支援します。 

 

販路拡大のための営業活動、優先的な販売支援、安全、安心な製品を作るための研修

会の開催 
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第９ 一般就労への移行促進 

１ 現状と課題 

 

①  福祉施設から一般就労への移行促進 

第４期福島県障がい福祉計画では、福祉施設の利用者のうち就労移行支援事業等を

通じて平成２９年度中に一般就労に移行する障がいのある方の目標値を２０４人とし

ています。 

また、本県の一般民間企業における障がい者の雇用状況は、平成２６年６月１日現

在、３，９５７．５人（短時間労働者は０．５人で積算）で前年度を２４１人上回り

ました。雇用率は、１．７６％で前年比０．０７ポイント上昇しましたが、全国平均

の１．８２％を下回っている現状にあります。 

 

② 職場定着への支援 

 障がいのある方の職場定着は、企業内で支援体制を確保することは、困難な場合が

多いと考えられるため、職場適応援助者（ジョブコーチ）等を活用する必要がありま

す。 

また、不適応が発生する要因をみると、仕事や人間関係によるストレス等により、

精神的に不安定になる場合も多いことから、日常的な支援も重要と考えられます。 

    

③ 就労訓練の充実促進 

求職される障がいのある方で、一般就労に結びつくケースが、非常に少ない現状と

なっています。 

 

  

２ 推進方策 

 

① 障害者就業・生活支援センターと就労移行支援事業所等との連携強化 

福祉施設から一般就労への移行を促進するため、就労移行支援事業所や障害者就

業・生活支援センター等と緊密に連携・協力して、就労支援策の充実を図ります。 

また、法定雇用率達成のため、事業主に対し障害者雇用率制度を周知するとともに、

障害者雇用給付金制度による障害者雇用調整金、報奨金、各種の助成金制度の啓発に

努め、公共職業安定所（ハローワーク）等関係機関と連携を図り、障がい者雇用の水

準を高めることを目的とします。 
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② 職場定着が困難な障がいのある方に対して、職場適応援助者等と支援の推進 

トライアル雇用、障がい者委託訓練、職場適応訓練や職場適応援助者（ジョブコー

チ）等を活用することで、就職後の職場定着支援を公共職業安定所（ハローワーク）

等と連携を図りながら、より適切かつ効果的な支援を実施します。 

このような支援をより一層充実させることで、障がいのある方を総合的・効果的に

障がい者雇用の就労・職場定着まで、計画的にきめ細かい支援に努めます。 

 

③ 一般就労をめざす障がいのある方の職場適応能力等を向上させるための職場適応

訓練等の充実促進 

一般就労をめざす障がいのある方の集中力、人間関係、仕事に対する適応能力等の

向上を図るため、職場適応訓練等を行うことが、必要であるため、障害者職業センタ

ー等と連携強化を図り充実促進に努めます。 

 

 

第１０ 進行管理（点検・評価を含む） 

 毎年度、実施状況の点検及び評価を行い、必要に応じて、随時、計画の見直しを実

施します。 

 

１ 進行管理体制 

「福島県工賃向上プラン推進会議」を設置し、計画の進行管理を行います。 

 

２ 推進会議の役割 

 ① 各年度における計画の達成状況の点検及び評価を行い、就労継続支援 B 型事業

所における工賃向上を図るための方策の検討や助言等を行います。 

② 取組状況の調査等を実施するとともに、推進会議の助言等を踏まえ、工賃向上

を図るための対策の検討等を行います。 

 

 

 

 

 


